書式14─3

（民再法199条1項のうち，「そのまま型」の住宅資金特別条項を定める場合）

東京地方裁判所民事第20部　御中

個人再生委員　 　　　　　　　殿
東京地方裁判所　平成　　年（再　）第　　　　号


平成○○年○○月○○日（※1）
再　生　計　画　案

再生債務者　　　　　　　　　　　　　　　　
同代理人弁護士　　　　　　　　　　　　　印
第1　再生債権に対する権利の変更

　再生債権の元本及び開始決定前に発生している利息・損害金の合計額の20％を後記第2の弁済方法のとおり弁済し（1円未満の端数は切り上げる。），残元本及び開始決定前の利息・損害金の残額並びに開始決定後の利息・損害金の全額について免除を受ける。

第2　再生債権に対する弁済方法

　再生債務者は，各再生債権者に対し，第1の権利の変更後の再生債権について，再生計画認可決定の確定した日の属する月の翌月から，　5　年　0　か月間は，毎月　末　日限り，　60分の1　の割合による金員（1円未満の端数は切り捨て，最終回で調整する。ただし，最終回は再生計画認可決定の確定した日から5年を超えない日とする。）（合計　60　回）を支払う。

第3　住宅資金特別条項（民事再生法199条1項）

　1　住宅資金貸付債権を有する債権者の氏名又は名称（民事再生規則99条1号）

株式会社○○○○

　2　対象となる住宅資金貸付債権

　平成○○年○○月○○日付金銭消費貸借契約（以下「原契約」という。）に基づき，上記債権者が再生債務者に対して有する貸金債権

　3　住宅及び住宅の敷地の表示（民事再生規則99条2号）

別紙物件目録記載のとおり

　4　抵当権の表示（民事再生規則99条3号）

別紙抵当権目録記載のとおり

　5　住宅資金特別条項の内容

再生計画認可決定の確定した日以降，原契約の各条項に従い支払う。

第4　共益債権及び一般優先債権の弁済方法

　再生計画案提出時における，共益債権の未払額，一般優先債権の未払額は○○円である。

　上記金額及び再生計画案提出後に発生する共益債権及び一般優先債権は，随時支払う。
※1　再生計画案を修正した場合は，修正前の計画案作成日と修正後の計画案作成日を併記してください。
